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機能性表示食品制度の創設 
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法務研究会特別企画検討会開催 
「流通･取引慣行に関する独占禁止法上の指針」 
の改正（案）に対するパブリックコメントを検討 

－ 法務研究会 － 

公正取引委員会はこのほど、「流通・取引慣行に関する独占禁止法の指針」の一部改正（案）

を公表し、パブリックコメントの募集を開始した。（３月６日まで受付）この改正案では、製品

の販売方法等に関する拘束（垂直制限行為）の適法・違法の基準を初めてガイドラインとして示

した。またこれまでの判例等を踏まえた規定が新設されている。垂直制限行為については、市場

における競争を促進する効果がある場合は適法になり得るとしている。例えば、新規参入者がブ

ランド力を獲得する過程で小売店での売り方を指定したり、高額商品を扱うメーカーが高品質な

商品に見合うだけの接客対応をしている小売業者にだけ売るよう卸売業者に指示したりする行

為（選択的流通）など価格以外の拘束は通常は問題としないと明記している。これらの改正内容

を受けて法務研究会は、食品流通に及ぼす影響等、特に卸売業の立場から考察し、パブリックコ

メントの提出も含めて有志による検討会を開催した。当日は、昨年まで公正取引委員会に所属さ

れていた外立総合法律事務所の高原慎一弁護士を招いて改正案の概要を解説していただき、卸売

業として改正案が示す問題点についてのご指摘やパブリックコメントについてのご指導をいた

だいた。以下に弊協会が公正取引委員会に提出したパブリックコメントを掲載する。ポイントは、

改正案はメーカーの流通業者に対する垂直的制限行為の適法・違法の判断基準が明確化されるこ

ととなるが、改正案は対象行為の適法・違法を示すにとどまるものであって、これに基づいてメ

ーカーが流通業者に対してガイドラインの内容に沿って取引条件を変更する事を当然に求め得

る根拠となるものではなく、取引条件はあくまでも当事者間で十分な協議を行って決定すべき旨

をガイドライン上に明記すべきと要望した。   
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標記に関する当協会の意見は次の２点です。 

１ ガイドラインはメーカーと流通業者との間の取引条件を定めるものではなく、取引条件

は当事者間の十分な協議に基づいて決定されるものであることをガイドライン上に明示す

る必要があること 

２ メーカーと流通業者との選択的流通にかかる交渉を行うに際しては、メーカーから流通

業者に対して、設定する基準がブランド間競争の促進に資する合理的な理由と具体的な基

準の内容とを明示した上で、両者の間で十分な協議を行うべきことをガイドライン上に明

示する必要があること 

以下において、それぞれの理由を述べます。 

 

１ 「ガイドラインはメーカーと流通業者との間の取引条件を定めるものではなく、取引条件

は当事者間の十分な協議に基づいて決定されるものであることをガイドライン上に明示す

る必要があること」の理由 

流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針（以下「ガイドライン」という。）の改正に

よりメーカーの流通業者に対する垂直的制限行為の適法・違法の判断基準が明確化されるこ

ととなるが、ガイドラインは対象行為の適法・違法の判断基準を示すにとどまるものであっ

て、これに基づいてメーカーが流通業者に対してガイドラインの内容に沿って取引条件を変

更することを当然に求め得る根拠となるものではなく、取引条件はあくまでも当事者間で十

分な協議を行って決定すべき旨をガイドライン上に明記すべきである。 

特に選択的流通については、①基準がそれなりの合理的な理由に基づくこと、及び②他の

取扱いを希望する流通業者に対しても同等の基準が適用されることという要件を満たす場合

には、「結果として、特定の安売り業者が基準を満たさず、当該商品を取り扱うことができ

なかったとしても、通常、問題とはならない。」旨が改正案に示されているが、選択的流通

を採用することによって従来の商流が変更される場合があるところ、メーカーの意向により

従来の商流が急激に変更されると市場や流通事業者の事業活動に大きな混乱をもたらし、円

滑に商品の供給を受けられない、遠方まで買いに行かなければそれまで近隣で買うことがで
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きた商品を入手できなくなる等の形でかえって消費者にとっての利便性が損なわれる結果と

なるおそれもある。 

とりわけ当協会の会員が取り扱っている商品は食品という日常の生活必需品であり、その

性質上、上記のような事態が発生した場合の消費者等の不便は看過できないものである。 

以上の次第であり、垂直的制限行為に競争促進効果が認め得るとしても、交渉過程におい

てメーカーが流通業者に対して垂直的制限行為を取引条件として設定（変更）できると一方

的に主張することにより、市場の安定性や流通業者の事業活動、ひいては消費者にとっての

利便性が不当に害されることのないよう、取引条件の決定は当事者間の十分な協議に基づい

て行うべきことをガイドラインの総論として明示する必要がある。 

 

２ 「メーカーと流通業者との選択的流通にかかる交渉を行うに際しては、メーカーから流通

業者に対して、設定する基準がブランド間競争の促進に資する合理的な理由と具体的な基準

の内容とを明示した上で、両者の間で十分な協議を行うべきことをガイドライン上に明示す

る必要があること」の理由 

改正案において、選択的流通について「たとえメーカーが選択的流通を採用した結果とし

て、特定の安売り業者が基準を満たさず、当該商品を取り扱うことができなかったとしても、

通常、問題とはならない。」とされるのは、垂直的制限行為の競争促進効果が発揮されるこ

とを前提としているものと考えられる。しかしながら、商品の特性によっては、品質等によ

る差別化が難しくブランド間競争が必ずしも活発に行われていないものもある。そのような

商品については、選択的流通がブランド間競争の活性化の手段としてではなく単なる安売り

業者の排除、値上げ交渉の材料としてメーカーに利用されるおそれもあると考えられる。し

たがって、改正案の「消費者にとっての利便性の観点からそれなりの合理的な理由」との箇

所を「消費者にとっての利便性を高める等の事情に基づきブランド間競争を活性化させると

いう観点からそれなりの合理的な理由」と改める等、垂直的制限行為の競争促進効果が発揮

されることが選択的流通を採用することの前提となる旨をガイドライン上に明示すべきであ

る。 

また、流通業者に関する一定の基準については、「他の取扱いを希望する流通業者に対し

ても同等の基準が適用される」ことが前提となっているが、交渉の場面において、メーカー

から流通業者に対して取扱いを希望する全ての流通業者に対して適用される具体的な基準を

明示した上で十分な協議が行われるのでなければ、メーカーの意向に沿ってなし崩し的に選

択的流通が採用される結果ともなりかねない。したがって、メーカーが流通業者との間で選

択的流通にかかる交渉を行うに際しては、メーカーが設定する基準とブランド間競争の促進

との合理的関連性を明らかにした上で具体的な基準の内容を流通業者に示し、これに基づい

て十分な協議を行うべきことをガイドライン上に明示する必要がある。 

 

以上 
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「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」 

（傍線部分は改正部分） 

○「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（平成３年 7 月 11 日公正取引委員会事務局） 
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「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」の一部改正（案）

に対する意見の概要及びそれに対する考え方 
 

別紙２ 


